
《環境（その２）》 
  
 「国内の物質フロー」 
  

今回は｢環境｣問題を考える上で重要となる｢国内の物質フロー｣について考えてみた

いと思います。｢国内の物質フロー｣については環境省が公開していているデータがあ

り、平成１２年度のデータとして以下の数値が報告されています。 
 
入口側 
 
自然界からの資源採取    １８．４億トン 
 国内における資源採取  （１１．２億トン） 
 海外における資源採取  （ ７．２億トン） 
製品等輸入          ０．７億トン 
循環利用量（リサイクル）   ２．２億トン 
----------------------------------------------------  
合計            ２１．３億トン 
 
出口側 
 
輸出             １．３億トン 
新たな蓄積         １０．８億トン 
エネルギー消費        ４．２億トン 
食料消費           １．３億トン 
最終処分           ０．６億トン 
減量化            ２．４億トン 
自然還元           ０．８億トン 
循環利用量（リサイクル）   ２．２億トン 
--------------------------------------------------- 
合計            ２３．６億トン 
 
*出口－入口の差は水分取込みに起因する物質量の増加に相当します。 
 
（出典：平成１５年度版環境白書） 
 
 
上記のデータから、いかに大量の物質が流通しているかは容易に理解できます。物

質フローの総投入量の入口側２１．３億トンの内訳を見ると７．９億トン（約３７％）

が海外からの資源および製品の輸入に相当します。残りの物質フローのうち２．２億



トン（約１１％）が国内での物質循環で、１１．２億トン（約５２％）は国内資源の

新たな採取によるものです。 
 
一方、出口側では循環される２．２億トン（約１１％）と輸出される１．３億トン

（約５％）以外は国内に滞留します。その内訳は４．２億トン（約２０％）がエネル

ギー消費、残１．３億トンが食料消費、２．４億トンが減量化、０．８億トンが自然

還元、０．６億トンが最終処分となっています。残りの１０．８億トン（約５０％）

が国内蓄積の純増加です。 
 
ちなみに主要商品の輸入量は以下のとおりです 
 
石炭      １.５６億トン 
原油      ２.４６億キロリットル 
液化石油ガス  ０.１４億トン 
液化天然ガス  ０.５５億トン 
 
鉄鋼石     １.２６億トン 
非鉄金属鉱   ０.１４億トン 
 
肉類      ０.０２億トン 
魚介類     ０.０３億トン 
小麦      ０.０６億トン 
果実及び野菜  ０.０７億トン 
大豆      ０.０４億トン 
パルプ     ０.０３億トン 
 
鉄鋼製品    ０.０６億トン 
アルミ・同合金 ０.０３億トン 
 
（出典：日本関税協会「外国貿易概況」、総務省統計） 
 
 
上記データから日本の輸入がほとんど天然資源であることが良くわかります。一方、

輸出は輸入した資源をもとに加工した製品となり輸出されますが、その物量は大幅に

低下し、国内に多くの物質が蓄積されやすい傾向があります。 
 
これら物質の中で廃棄物に分類できるものは以下のとおりです。 
 
最終処分    ０.６億トン 
減量化     ２.４億トン 
自然還元    ０.８億トン 



循環利用量   ２.２億トン 
---------------------------------- 
合計      ６.０億トン 
 
 
以上のような物質フロー特性の社会では、１）総物質投入量をできるだけ削減する、

２）循環利用量を拡大することで廃棄物や将来廃棄物となる可能性の高い国内蓄積量

を低減する、等の方策が重要となります。循環型社会形成を目指すわが国の様々な施

策は、循環利用量の拡大を狙ったものであると理解できます。しかし、循環利用量の

拡大は一つの選択肢ではありますが、前者の物質投入量（特に国内外からの資源採取

量）の削減がより本質的な解決策となることは自明です。 
 
 いずれにしても、国内での物質蓄積が起きやすい産業構造であるわが国にとって、

例えば廃棄物処分場の不足や不法投棄の問題についても全体的な物質収支を改善する

ことなく解決することがいかに困難であるかが理解できます。 
 
アメリカのような広い国土を有する国では大量生産、大量消費の矛盾が顕在化する

までは多くの時間を要しますが、日本のような国土の限られた国ではより早く、この

矛盾点が顕在化します。資源を国内外で採取し、製品を輸入する加工貿易国としての

宿命を乗り越え、今後の産業構造をどのように再構築するかが非常に大切な課題のよ

うに感じています。 
 

（２００３年１０月１５日配信内容を改訂） 


